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仕様書 

 

 

１．業務名  宮古島市地域内経済循環推進業務 

 

２．目的 

宮古島市においては、食料などの資源を市外から調達していることに伴って、地域経済の流出が

生じていることから、食の地産地消などの取り組みを通じて、地域内経済循環づくりに取り組んで

いる。多くの市民や事業者とともに、こうした地域内経済循環づくりに取り組んでいくためには、

本市の経済や産業の構造を把握した上で、そこから見えてくる課題や地産地消による効果を市民や

事業者と共有し、経済循環づくりに向けた取り組みを促していくことが重要である。 

令和4年度においては、本市独自の産業連関表を作成し、産業構造分析を行った。この分析結果を

活用することで、多くの市民や事業者と課題を共有し、新たな取り組みを生み出していくため、情

報共有やプロジェクト創出の仕組みづくりや、そうした仕組みを運用するための人材の育成等を行

うことを本事業の目的とする。 

 

３．新たな仕組みづくりに求められる人材と推進体制（組織）のあり方に係る仮説 

 本事業の目的を実現するため、新たな仕組みづくりには、以下のような能力を備えた人材が必要に

なるのではないかと考えている。 

（必要となる人材像） 

・地域社会の全体像を把握しながら未来を構想する人材（構想力） 

・地域経済の全体最適を念頭に産業構造や経済状況を把握し、分析する人材（分析力） 

・分析結果を広く市民や事業者を巻き込みながら共有する人材（巻き込み力） 

・多様な人を巻き込みながら次に必要な政策・プロジェクトを立案する人材（政策立案能力） 

 市民や事業者、行政職員など様々な分野において、こうした人材を育成し、有機的な連携を支える

仕組みを構築することで、多様なステークホルダーが地域社会の抱える課題解決に向けた事業を持続

的に生み出していくことが可能になるのではないか。 

 

４．委託期間  委託契約締結日の翌日～令和６年２月29日（業務開始は5月中旬を想定） 

 

５．業務内容 

「２．目的」を達成するため、本市においては、数年をかけて分析手法の確立とプロジェクトを

生み出していく仕組みづくり、継続的な運営体制の構築を目指すものとする。 

本委託業務においては、目的に沿って以下の取り組みを実施する。 

（１）地域経済の「漏れ穴」に関する詳細分析 

令和４年度の成果をもとに、地域経済の流出要因、いわゆる「漏れ穴」に関する詳細な分

析を行う。 

（２）産業連関表や経済波及効果分析の活用に係る人材育成 
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令和４年度の成果をもとに、産業連関表や経済波及効果分析の活用を進めるため、分析の

考え方やシステムの活用方法などについて、市職員などを対象にレクチャーを行う。 

（３）プロジェクト創出に係る仕組みづくりに向けた市民・事業者の巻き込み策の実施 

経済分析の結果に基づいたプロジェクト創出の手法を広く共有するため、市民や事業者等 

を巻き込みながら、ワークショップ等を開催し、具体的なケーススタディに基づくアイデア

やプロジェクト創出等を行う。 

（４）地域内経済循環を促進するローカルシンクタンク機能構築に向けた検討 

客観的なデータに基づいたプロジェクトを創出し続けることにより、地域内経済循環を促

進していくため、様々な調査結果等の情報や調査手法等に関するノウハウを蓄積するローカ

ルシンクタンク機能を構築することを目指して、必要となる機能の洗い出しや構築までのロ

ードマップなどの検討を行う。また、こうした取り組みを担う候補となる人材とともに検討

することで、担い手の人材育成も併せて実施する。 

（５）次年度に向けた課題整理と報告書作成 

 

６．成果物 

成果物としては、印刷物の報告書2部及び電子媒体の報告書1部を提出すること。 

 

７．知的財産の取扱い 

 委託業務により生じた著作権等の知的財産権は、原則として委託元である宮古島市に帰属する。 

 納品物の情報については、調査業務後に様々な形で活用する可能性があるため、第三者の情報を活

用する場合には、全ての情報の出典元または著作者及び使用許諾の有無について明記すること。 

 

８．その他留意事項 

（１）委託業務の対象経費は、次のとおりとする。 

①人件費 

②直接経費（報償費、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、広告料、使用料及び賃借料、

再委託費、その他必要と認められる費目） 

③一般管理費（原則として（人件費＋直接経費－再委託費）の 10％以内とし、合理的・客観的

に必要性を示すことができる場合に限り、10％を超えた比率について、協議に応じ

る。） 

④消費税 

（２）本業務は、概算契約にて実施する。 

（３）受託者は、業務の遂行にあたって、委託者と緊密な連携をもって行わなければならない。 

（４）本業務の契約にあたっては、企画提案の採択後、契約に向けた協議を行い、本仕様書と企画提

案内容を踏まえて、実際の業務内容を確定する。 

 

以上 


